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青森 （独）海洋研究開発機構（JAMSTEC） 海洋分野における人材育成等を図るため、海洋研究開発機構の連携拠点の設置 1

宮城 （独）水産総合研究センター（水研センター） 地域拠点を生かした漁船漁業の経営安定に資する共同研究の展開 2

秋田 （独）教員研修センター 言語活動指導者養成研修の実施 3

山形 （独）国立がん研究センター がんのメタボローム研究分野の研究連携拠点の設置 4

福島 ―
イノベーション・コースト構想におけるロボットテストフィールド、国際産学連携拠点の
設置

5

新潟 （独）医薬基盤・健康・栄養研究所
新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹病院との研究連携に向けた協議会の設
置

6

富山 （独）教員研修センター キャリア教育指導者養成研修の実施 7

富山 （独）医薬品医療機器総合機構 アジア医薬品・医療機器トレーニングセンター研修所の設置 8

富山 国立医薬品食品衛生研究所 天然物医薬品分野での研究連携拠点の設置 9

石川 （独）情報通信研究機構（NICT）
NICTと石川県による包括協定の締結を通じた、北陸StarBED技術センターの機能拡
充

10,11

石川 （独）産業技術総合研究所（産総研） 炭素繊維分野をはじめとした県内企業との研究連携拠点の設置 12,13

石川 （独）国立美術館 東京国立近代美術館工芸館の移転 14

福井 （独）理化学研究所（理研）
加速器を用いた生物照射の研究や利活用のため、理化学研究所仁科加速器研究セ
ンターの協力による育種研究連携拠点の設置

15

福井 （独）水産総合研究センター（水研センター)
水産研究連携を推進するため、「海洋生物資源国際研究センター（仮称）」の新設へ
の協力を実施

16

福井 （独）産業技術総合研究所（産総研） 福井県の重点産業関連の研究連携拠点の設置 17

福井 （独）教員研修センター 小学校における外国語教育指導者養成研修の実施 18

山梨 森林技術総合研修所 現地研修拠点の設置 19

長野 自衛隊体育学校 自衛隊体育学校の合宿の実施 20

岐阜 （独）宇宙航空研究開発機構（JAXA) 宇宙教育活動における連携 21

岐阜 森林技術総合研修所 現地連携研修の実施 22

静岡 （独）水産総合研究センター（水研センター) 水産研究の連携拠点の設置 23

愛知 （独）農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構） 花きに関する研究連携拠点の設置 24

愛知 （独）産業技術総合研究所（産総研） 窒化ガリウム半導体研究連携拠点の設置 25

研究機関・研修機関等の今後の取組概要
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三重 （独）教員研修センター 外国人児童生徒等に対する日本語指導指導者養成研修の実施 26

滋賀 （独）国立環境研究所 湖沼環境研究分野の研究連携拠点の設置 27

京都 （独）情報通信研究機構（NICT）
京都府のスマートシティ構想実現に向けた、情報通信研究機構との研究連携体制の
構築

28

京都 （独）理化学研究所（理研）
脳科学分野やAIに関する地域イノベーション創出のため、理化学研究所と地域の大
学・企業等との共同研究の展開

29

大阪 （独）医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所（組織全体）の移転 30

兵庫 （独）理化学研究所（理研） 産学連携体制の強化のための連携拠点の設置 31

鳥取 （独）農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構） ナシ研究の連携拠点の設置 32

鳥取 （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 職業能力開発総合大学校の調査・研究機能の一部移転 33

島根 （独）国際協力機構（JICA） 開発途上国の行政官等を対象とした青年研修等の研修機能の一部移転 34

島根 （独）農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構） 畜産研究機能の強化のため、大田研究拠点の拡充 35

岡山 森林技術総合研修所 現地連携研修の実施 36

岡山 自衛隊体育学校 自衛隊体育学校の合宿の実施 37

広島 （独）理化学研究所（理研）
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用したライフサイエンス共同研究拠点
の設置

38

山口 （独）宇宙航空研究開発機構（JAXA)
防災分野等におけるリモートセンシング利用技術の研究、人材育成、国際連携、災害
対応の強化のため、宇宙航空研究開発機構の衛星運用や利活用拠点の設置

39

山口 （独）水産総合研究センター（水研センター) 水産研究の連携拠点の設置 40

山口 防衛装備庁艦艇装備研究所 艦艇装備研究所の機能拡充に合わせた補完的な研究拠点の設置 41

香川 （独）農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構） 野菜研究機能の強化のため、四国研究センターの拡充 42

愛媛 （独）海上技術安全研究所 造船技術力強化を図るための連携拠点の設置 43

高知 （独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）
海洋分野における地域イノベーションの創出等を図るため、海洋研究開発機構の連
携拠点の機能拡充等

44

福岡
（福岡市）

（独）理化学研究所（理研）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による連携協定に基づく応用化学分野等に
おける地域イノベーション創出に向けた連携拠点の設置

45

福岡
（久留米市）

（独）理化学研究所（理研）
福岡県におけるバイオ産業振興のため、理化学研究所と地域の大学・企業等との共
同研究の展開

45

福岡 （独）産業技術総合研究所（産総研） 水素材料強度研究連携拠点の設置 46

福岡 環境調査研修所 環境調査研修所の研修拠点の設置 47

佐賀 （独）医薬基盤・健康・栄養研究所 薬用植物資源研究センター筑波研究部との研究連携に向けた協議 48

熊本 環境調査研修所 環境調査研修所の研修拠点の設置 49

大分 （独）国際交流基金 「日本語パートナーズ事業」に係る一部機能の移転による研修拠点の設置 50



青森県JAMSTEC提案の全体像

【海洋研究開発機構】
機構を担う研究者の育成

さらなる研究の進展

【地方創生の推進】
海洋関連の研究開発及び産業振興に資する人材を輩出し、人財の還流及び若者の
地元定着を促進するとともに、産学官金との連携により新たな産業＝雇用を創出

【県・市】
若者の地元定着、人口減少の克服

新たな産業の育成

【地元の先端的企業等】
研究・技術開発の

活性化
新たな産業の創出

共同研究・開発

【八戸工業大学】
（連携連絡室）
学科横断コース
連携大学院
新設による
人材育成

人材供給

研究者派遣

その他教育機関

第２段階第１段階

産業支援機関
金融機関等

八戸市という魅力的な研究フィールド

・アーキアを主役とする八戸沖の肥沃な海底下生態系
・地球深部探査船「ちきゅう」との１０年にわたる交流
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気仙沼市における地域拠点を生かした漁船漁業の経営安定に
資する共同研究の展開

漁業現場のニーズを踏まえた研究が行われ、研究成果が漁業現場に十分フィードバックされるよう、

先ずは、平成２８年度中に研究・連携体制を検討し、漁船漁業の経営安定に資する共同研究を実施。

国 立 研 究 開 発 法 人
水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー

◯ 研究成果の漁業現場への十分なフィードバック

◯ 全国の沖合・遠洋漁業の抱える諸問題の解決

気仙沼市
・全国屈指の漁船漁業基地であり水産加工業他関連産業も盛ん
・東日本大震災からの復興を着実に進めている
・開発調査センターの研究開発の拠点に適した地域

国立研究開発法人
水産総合研究センター

（神奈川県横浜市）

漁船漁業の経営安定に資する共同研究

・漁獲物の鮮度保持
・効率的流通
・漁法開発

研究・連携体制の検討

宮城県、気仙沼市、地元漁業団体

共同研究の実施

○水産資源の持続的な利用のための研究開発
○水産業の健全な発展と安全な水産物の安定
供給のための研究開発

○海洋・生態系モニタリングと次世代水産業のた
めの基盤研究

基礎から応用、実証化・普及までの研究
開発を体系的・計画的に実施

研究・連携体制の
検討への参画

・開発調査センター
国が定める「海洋水産資源の開発及び利用の合

理化を図るための基本方針」に基づき、海洋水産
資源の開発及び利用の合理化のため、民間の漁
船を用船して実際の操業や販売を行う実証調査
等を実施。
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各県の特色を生かした新たな教員研修の仕組み
【独立行政法人教員研修センター】

教員研修センター

１．言語活動指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度

３．受講者数：１６０人程度

秋田県（平成２８年度から）

１．キャリア教育指導者養成研修

２．実施日数：５日間程度

３．受講者数：１００人程度

富山県（平成２８年度から）

１．小学校における外国語教育
指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度
３．受講者数：１２０人程度

福井県（平成２８年度以降）

１．外国人児童生徒等に対する
日本語指導指導者養成研修

２．実施日数：４日間程度
３．受講者数：１００人程度

三重県（平成２９年度から）

都道府県

都道府県

都道府県

４県の強み・特色等を全国発信

４県のフィールドワーク等を
活用した研修の実施

連携

連携
連携

発信

発信
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国立研究開発法人国立がん研究センター

慶應義塾大学先端生命科学研究所

連携協議会（仮称）設置

・研究開発の支援
・ラボ施設の提供

ベンチャー企業

研究成果の事業化

大手企業の参入

研究者の派遣等

がんのメタボローム研究分野の研究連携拠点の設置（イメージ）

動物室の設置

（メタボローム研究開発）
・がん診断薬の開発
・メタボロームを用いたがん本態解明

【事業概要】

国立がん研究センタ－研究所のメタボローム研究分野の研究連携拠点を山形県鶴岡市へ設置し、がんの診断薬や解析技術等の開発に向けて、
隣接する慶應義塾大学先端生命科学研究所のメタボロミクスを用いた高度解析技術を活用するなど、平成28年度以降、連携して研究を推進していくこ

ととする。また、開発された診断薬や技術等を用いて事業化を進めていくことに向け、企業等の関係者と協同してベンチャー企業を設立することを含め、
企業との連携を強化する。

メタボローム研究連携拠点の設置
（鶴岡バイオサイエンスパーク内）
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事業の内容
事業目的・概要（平成28年度予算案額 51.0億円）
 福島浜通り地域において、福島県の重点産業であるロボット分野の地
元中小企業や県外先進企業による産業集積を構築し、被災地の自
立と地方創生のモデルを形成するため、以下を行います。
① ロボットテストフィールド整備事業：無人航空機や災害対応ロボット
等の実証実験が行えるテストフィールドの整備費を補助します。
② 研究開発等施設整備事業：テストフィールドでの実証結果を評価
し、継続的な開発・実践活動を行うための施設整備費及び設備購入
費等を補助します。

※ 上記に加え、地元企業と県外先進企業等との共同開発を通じて地元企業の
ロボット技術向上を促すべく、福島イノベーション・コースト構想推進施設整備等
補助金の地域復興実用化開発等促進事業による、ロボット・テストフィールドの
活用を進めます。

※ 上記①と②の整備事業費（平成28年度と平成29年度の2年間で76.5億円）
については、平成29年度に係る国庫債務負担行為（2年間）を措置します。

事業イメージ

成果目標
 平成29年度までに①及び②を整備し、福島浜通り地域にロボット産業
の集積を創出します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

福島イノベーション・コースト構想
○ロボットテストフィールド・研究開発拠点整備事業

国 補助 (10/10)
福島県

① ロボットテストフィールド整備事業

② 研究開発等施設整備事業

例：無人航空機 例：陸上ロボット 例：水上/水中ロボット

事業の内容 事業イメージ

○共同利用施設（ロボット技術開発等関連）整備事業

事業目的・概要（平成28年度予算案額 21.7億円）
 福島県浜通りにおいて、国内外の研究者、技術者、企業等の英知を
結集するためにも、共同で研究を行い、イノベーションを創出する環境を
整備していくことが必要です。

 ロボットは福島県の重点産業として位置づけられており、ロボット技術開
発にあたっては、福島第一原子力発電所の作業等、人が入って作業す
ることができない過酷な環境下等に対応するための高度で実践的な技
術開発とともに、医療機器等その他の分野における技術開発等が求め
られています。

 また、地元の中小企業等からも、ロボットに関する技術指導や試験設
備の整備等が必要との声があがっています。

 こうしたことから、福島県浜通り地域においてロボット分野等の先進的な
共同利用施設の整備、設備等の導入等を行います。

成果目標
 平成29年度までに施設を整備し、国内外の研究者が継続的に駐在し、
基礎的・基盤的な研究を実施できる環境を整えます。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 福島県
補助（定額）

※施設整備費（平成28年度と平成29年度の2年間で58.2億円）については、平成29年度
に係る国庫債務負担行為を措置する。

共同利用施設のイメージ

【併設する研修棟】
〈１階〉研修室、ﾗｳﾝｼﾞ・ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞを配置。
〈２階〉宿泊室、談話室を配置。
〈３階〉宿泊室、共同浴場等を配置。

共同利用施設イメージ図

〈１階〉事務室、工作室、レーザ加工装置室等
〈２階〉研究室、会議室等
〈３階〉ロボットの標準試験設備及び多目的試験スペース
〈歩廊〉 ３階上部に周回歩廊

工業試験所等
指導員控室

レーザー加工装置

ロボット標準試験設備

多目的試験スペース（吹
抜構造）

旋盤 フライス盤

レーザー焼結金属3Dプリンタ

研修棟イメージ図
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≪ 国立健康・栄養研究所と新潟県との連携・協力イメージ ≫

南魚沼市等

情報
発信

南魚沼版
CCRC構想

医療
データ

疫学
研究産学

連携
地域ネット
（米ネット）

健康産業
関連企業

機能、資源の有効活用によるエビデンス創出・
人材育成・健康産業の活性化

国民の健康の保持、増進に貢献

国立健康・栄養研究所 新潟大学地域医療教育センター

魚沼基幹病院

新潟大学を中心としたコホート研究の実績及び新潟県からの提案を踏まえ、国民
の健康の保持・増進に貢献できるよう新潟大学地域医療教育センター・魚沼基幹
病院との共同研究への検討について協議会を設け、連携の在り方について引き続
き協議を行い平成２８年度中に成案を得ることとする。

対応方針

疫学研究

調査分析

新潟県の提案
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○ 富山県（富山市）に、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の支部を設置し、同支部に、
「アジア医薬品・医療機器トレーニングセンター」（アジアトレセン）（※１）が行うＧＭＰ（※２）調査に
関する研修を実施する、研修所を設置

※１ アジアトレセン： アジア諸国の規制当局の担当者に対し、日本の医薬品・医療機器等の規制制度等に関する研修を行うため、

平成２８年度に独立行政法人医薬品医療機器総合機構（所在地：東京都千代田区）が設置する組織

※２ GMP（Good Manufacturing Practice）： 医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理に関する基準

アジアトレセンが実施する主な研修メニュー（予定）

医薬品・医療機器の審査、安全対策等の業務

GMP調査に関する業務（工場の立入検査等）

医薬品の審査、安全対策等に関する業務

【国内研修】

【海外研修】

国際共同治験（臨床試験）に関する業務

個別のトピックに関するセミナー、シンポジウム

富山県
※研修所を設置

富山県を拠点とする医薬品の製造所において、
アジアトレセンが実施するＧＭＰ調査に関する
研修を充実

アジア医薬品・医療機器トレーニングセンター研修所の設置（富山県）

アジア規制当局の要望に応じた効果的なトレーニング機会を提供し、
アジア全体の医薬品・医療機器等の規制のレベルアップに貢献
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国立医薬品食品衛生研究所及び富山県による
天然物医薬品分野での共同研究・研究協力の実施

国立医薬品食品衛生研究所
生薬部 （東京都世田谷区）

富山県 薬事研究所
（富山県射水市）

・国立試験研究機関として、生薬、生薬・
漢方製剤の品質確保と有効性に関する
試験・研究、生薬資源に関する研究など
を実施している。
・特に、セルフメディケーションに資する漢
方薬・生薬の一般用医薬品への活用に
向けて、生薬エキス等の規格・基準の検
討に取り組んでいる。

・全国唯一の都道府県で設置している薬
事の研究所。
・様々な分析機器等が整備されており、生
薬を始めとする医薬品の調査・研究を実
施。
・また、県内医薬品メーカーへの技術支援
や、県内医薬品産業等の振興に資する
薬用作物の創出等に取り組んでいる。

連携

共同研究・研究協力の内容

・国立医薬品食品衛生研究所が中心となって取り組んでいる、生薬エキス剤の規格に係る
試験法の策定に、富山県薬事研究所が参加協力する。

期待される効果

・生薬を活用した一般用医薬品の国内開発が促進され、このような医薬品を活用したセルフ
メディケーションの推進により、国民の健康寿命の延伸につながることが期待される。
・富山県には、生薬を活用した和漢薬を製造するメーカーが多数所在しており、このようなメ
ーカーにおける新製品の開発が促進され、県内医薬品産業の振興が期待される。 8



各県の特色を生かした新たな教員研修の仕組み
【独立行政法人教員研修センター】

教員研修センター

１．言語活動指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度

３．受講者数：１６０人程度

秋田県（平成２８年度から）

１．キャリア教育指導者養成研修

２．実施日数：５日間程度

３．受講者数：１００人程度

富山県（平成２８年度から）

１．小学校における外国語教育
指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度
３．受講者数：１２０人程度

福井県（平成２８年度以降）

１．外国人児童生徒等に対する
日本語指導指導者養成研修

２．実施日数：４日間程度
３．受講者数：１００人程度

三重県（平成２９年度から）

都道府県

都道府県

都道府県

４県の強み・特色等を全国発信

４県のフィールドワーク等を
活用した研修の実施

連携

連携
連携

発信

発信
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○県内企業によるＩｏＴを活用した製品・サービスの開発などに向け、ＮＩＣＴとの連携の促進を図る。 

(独)情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）と石川県との検討結果 

 ＮＩＣＴと石川県との間で、今後の協力に向けた包括的な協定を締結し、ＮＩＣＴと
県内企業の連携を促進 

IoTを活用した製品・サー
ビスの開発などを実施 

⇒県内企業が製品・サービスを開発する際に、北陸ＳｔａｒＢＥＤ技術センターの設備を利用し、個々の企業ではでき 
 ないような実証・評価試験を開発の初期段階から行うことができるため、開発期間の短縮や製品の品質向上に繋がり、  
 県内産業の競争力強化に裨益するものと期待される。 

⇒県内企業が製品・サービスを開発する際に、ＮＩＣＴの研究者と連携できる体制を整備する。 

＜連携イメージ＞ 
■IoT 個々の企業ではできない多数のセンサーを用いたデータ収集や収集した 
    情報の分析などについての実証・評価試験を実施 

■サイバーセキュリティ サイバー攻撃の検知から対応、回復までの一連の流れ    
            を体験しながら学ぶ実践的なサイバー防御演習を受講 

■IoT NICTからのアドバイス等も受けながら、実証・評価試験を開発の初期段階 
     から繰り返し行うことができるため、 開発期間の短縮や製品の品質向上 
     に繋がる 

■サイバーセキュリティ サイバーセキュリティ人材の育成 

ＮＩＣＴ 

県内企業 
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(独)情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）と石川県との協力に係る中長期的な方向性 

短期（１～２年） 

も
の 

し
ご
と
（
企
業
・
研
究
）
 

ひ
と 

ＮＩＣＴが関与することが特に期待される事項 

IoTを活用した製品・サービスの開発や自社
の生産効率化 【主】県内企業 

県内への専門的な知見を持った人材の集積 
【主】県内企業、大学・NICT等研究機関 

中長期（３年目以降） 

次世代ファンド（県）の活用 
【主】県内企業 

IoTを活用した製品・サービスの開発
や生産効率化に取り組む企業に対し、
サイバーセキュリティも含め、セミナー
や研修を実施 
【主】石川県、県内企業、JAIST、NICT 

必要に応じて、NICTと石川県との連携
体制の更なる整備・推進を検討 
【主】石川県、NICT 

ＩｏＴを活用した先行的なモデルケース
の構築 【主】県内企業 

県内企業によるIoTを活用した
製品・サービスの開発などに
向け、NICTとの連携を促進 
【主】石川県、NICT、県内企業 

包括的な連携協定の締結 
【主】石川県、NICT 

必要に応じて、北陸StarBED技術セ
ンターの設備・機能の更なる整備を
実施 
【主】NICT 

北陸StarBED技術センターを中心と
して、連携体制の整備・推進を検討 
【主】NICT 
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(独)産業技術総合研究所（産総研）と石川県との検討結果 

イノベーション 
コーディネータ 

【期待される効果】 
 産総研と企業との共同研究開発等の促進 
 有望な研究開発案件に対しては、県の研究開発支援スキーム等を活用 

イノベーションコーディネータ（２名）の配置 

訪問、技術シーズ・
ニーズの把握 

県内企業 
相談 

県内企業の研究開発の活性化 

 イノベーションコーディネータとは、企業を訪問して技術的助言等を行
うほか、企業のシーズ・ニーズをくみ上げ、産総研と企業とのマッチン
グや共同研究開発等の企画・立案を行う人材 

※県の工業試験場に
おいても産総研と
の連携体制を整備 

 県の工業試験場内に新たに「産総研中部センター石川サイト（仮称）」を設置 
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(独)産業技術総合研究所（産総研）と石川県との協力に係る中長期的な方向性 

短期（１～２年目） 中長期（３年目以降） 

も
の 

し
ご
と
（
企
業
・
研
究
）
 

ひ
と 

いしかわ創生総合戦略、石川県長期構想
において炭素繊維等の次世代産業創造
に向けた戦略を構築 （【主】石川県） 

地元関係者の連携体制構築 
（【主】石川県、【副】県内企業・大学等の研究機関、ISICO） 

企業ニーズに基づく設備導入 
（【主】公設試） 

産総研の意見も踏まえつつ、重点分野に
おける設備導入を強化 （【主】公設試） 

研究連携拠点として「産総研中部セン
ター石川サイト」の設置及びイノベーショ
ンコーディネータの配置 （【主】産総研） 

東海・北陸コンポジットハイウェイ構想
実現の加速化 
（【主】企業、金沢工大、【副】石川県、
産総研、地域大学、公設試、ISICO ） 

研究成果の実用化、製品化 
 （【主】企業、【副】産総研、地域大学、公設試、ISICO ） 

産総研が関与することが特に期待される事項 

企業のシーズ・ニーズの深堀や、マッチング拡大
に向けた調査 （【主】産総研、公設試、ＩＳＩＣＯ） 

共同研究等の実施（次世代ファンド（県）、サポイン（国）等） 
（【主】企業、産総研、【副】公設試） 

大規模共同研究等の実施 
 （【主】企業、産総研、【副】地域大学、公設試、ISICO ） 

より多くの研究機能の集積 
 （【主】地域内外の企業、大学・産総研等の研究機関） 

次世代ファンド（県）の活用 
【主】県内企業 
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○工芸分野全体を強力に発信できる文化ゾーンの形成
○兼六園周辺文化の森の魅力の更なる向上に伴う観光客の増加

石川県立美術館：藩政期からの石川ゆかりの工芸
石川伝統産業工芸館：現代の暮らしに生きる伝統的工芸品 など

○工芸が盛んな北陸地方の工芸の担い手や関係機関との相乗効果

○工芸王国・石川、豊かな文化の土壌
・日本伝統工芸展入選者数 14年連続全国第１位(人口100万人当たり)

・日展入選者数 23年連続全国第１位( 〃 )

・人間国宝（工芸技術保持者）数 全国第１位( 〃 )

○利便性に優れたアクセス環境
・北陸新幹線金沢開業
・小松・のと里山空港

(独)国立美術館の東京国立近代美術館工芸館の石川県への移転について

移転先となる石川県の強み

東京国立近代美術館工芸館
（東京都千代田区）

九谷焼 輪島塗 加賀友禅
新幹線金沢駅待合室「百工の間」の壁面には、
30品目236点の伝統工芸品が納められている

移転による効果

国立国際美術館（大阪府）

京都国立近代美術館（京都府）

国立西洋美術館（東京都）

東京国立近代美術館
・工芸館（東京都）

国立新美術館（東京都）

日本海側は
空白地域

我が国の工芸分野の発展・振興に寄与
石川県・北陸地区の更なる魅力の向上に伴う観光振興に寄与

項 目 首都圏＊ 北陸3県・岐阜 ※うち石川県

国指定伝統的工芸品生産額（H24） 211億円 679億円 （263億円）

伝統的工芸品産地従業員数（H24） 3,029人 12,685人 （5,156人）

国指定伝統工芸士数（H27） 286人 743人 （403人）

*首都圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

明治以降今日までの日本と外国の工芸及びデザ
イン作品を収集。収集は特に戦後の作品に重点
が置かれているが、陶磁、ガラス、漆工、染織、
木竹工、グラフィック・デザインなど各分野に
渡って約3，500点を収蔵。（2６年度末）

○近代の工芸分野等における国全体及び当該地域の文化振興や観光振興の視点等

に留意し、石川県において現工芸館と同規模程度の施設を整備すること
を前提に、具体的な施設機能や時期等について、文部科学省、国立美術館及

び石川県において、数年のうちに移転する方向で更なる検討を進め、
平成２８年８月を目処に一定の結論を得る。

○併せて移転までの間における国立美術館及び石川県が連携した
取組等についても検討を進めることとする。

○日本海側における展示拠点の確保と関係美術館間
の連携による国立美術館の機能の補完・強化

○日本海側における発信強化と震災等へ
のリスク分散
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国立研究開発法人理化学研究所の機能の地方移転について

福岡県（久留米市）
福岡県におけるバイオ産業振興のた
め、理化学研究所と地域の大学・企
業等との共同研究の展開

○久留米市の協力の下設置した「理化学研究所との連
携にかかる協議会」において、医薬・機能性食品等の
バイオ分野におけるテーマ発掘・探索、共同研究を理
研、地域の大学・企業の参画により実施

○共同研究の成果や発展性を踏まえ、連携拠点等の新
しい連携体制の在り方も模索。

広島県
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用した
ライフサイエンス共同研究拠点の設置

○広島大学イノベーションプラザにおいて、地元自治体と連携しつつ、理研、中国、四国
地方の研究機関・企業等の参画を得て細胞医療・細胞生物資源開発分野等の共同研
究のための拠点を設置。

○これにより、広島を中心とした中国･四国地方での産学連携・イノベーション創出を推進。

福岡県（福岡市）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者
による連携協定に基づく応用化学分野等
における地域イノベーション創出に向け
た連携拠点の設置

○理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による協定に
基づき、地元企業等の参画、福岡県の支援も活用しつ
つ、連携拠点の設置を視野に検討。

○地域イノベーション創出に向け，まずは，応用化学分野
等において，理研と九州大学との共同研究等に着手し、
今後、幅広い分野での共同研究テーマを順次設定。

兵庫県
産学連携体制の強化のための連携拠点の設置

○理研関西地区の研究センター等が地元自治体、関西地区の大学・企業との連
携推進のための「科学技術ハブ推進本部関西拠点（仮称）」を設置。

○これにより、関西広域での産学連携、イノベーション創出を推進。

福井県
加速器を用いた生物照射の研究や利
活用のため、理化学研究所仁科加速
器センターの協力による育種研究連
携拠点の設置

○若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所が県内
外の大学･研究機関と協力し育種関係の研究会・相談会
を開催。さらに将来、若狭湾エネルギー研究センターへ
の西日本の育種研究連携拠点設置を視野に検討。

○また、若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所で
共同研究を新たに開始するとともに、戦略的イノベーショ
ン創造プログラムでの「次世代農林水産業創造技術」で
の理化学研究所、若狭湾エネルギー研究センター、福
井県立大学の連携を強化。

京都府
脳科学分野やAIに関する地域イノ
ベーション創出のため、理化学研究
所と地域の大学、企業等との共同研
究の展開

○理研、地域の大学・企業等の連携のため、京都府の
協力の下、（公財）京都産業21けいはんなオープンイ
ノベーションセンター（KICK）が事務局機能を担う。

○脳科学・AIに関するテーマ発掘・探索、共同研究を、
理研、地域の大学・企業の参画を得て実施。

○進捗状況を踏まえ、脳科学・AIに関する更なる共同
研究テーマの発掘・探索作業や地域イノベーションの
出口戦略を検討

理化学研究所
我が国唯一の自然科学に関する総合的な研究開発機
関として、様々な研究開発成果を創出。産学官と連
携した共同研究等を通じ、地方創生に貢献。

理化学研究所
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福井県における水産研究連携拠点形成の検討

平成30年度に福井県が開設を目指している「海洋生物資源国際研究センター(仮称)」の設立へ向け、国立研究開発

法人水産総合研究センターが設立検討会に参加・協力するとともに、水産養殖等の研究連携を行う。

国 立 研 究 開 発 法 人
水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー

福井県

福井県立大学

国立研究開発法人
水産総合研究センター

（神奈川県横浜市）
【新設】海洋生物資源国際研究センター(仮称)（平成３０年度）

連携

・最先端陸上養殖技術の開発
・国際的資源管理
・留学生等による研究

［【例】トラウトサーモン養殖］

県水産試験場

・越前がにの資源増大対策
・若狭ふぐ(トラフグ)の養殖
・越前うに(バフンウニ)の資源量
回復 等を実施している。

・日本海側唯一の水産系学部
（海洋生物資源学部）

・日本海の海洋生物資源の保全と育成
を目的とした研究 等を実施している。

共
同

研
究

連
携

【オープンラボ】

・民間企業等による陸上養殖
技術の実証

・留学生や研究者の受入

・設立検討
会への参加
（28年度～）

・共同研究

○水産資源の持続的な利用のための
研究開発

○水産業の健全な発展と安全な水産
物の安定供給のための研究開発

○海洋・生態系モニタリングと次世代
水産業のための基盤研究

基礎から応用、実証化・普及まで
の研究開発を体系的・計画的に
実施
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産業技術総合研究所「福井サイト」の取組の方向性
（ふくいオープンイノベーション推進機構との連携による企業の研究開発体制の強化）

〇産業技術総合研究所の一部の機能が移転し、産業技術総合研究所「福井サイト」が福井県工業技術センター内に開設。
〇同サイトは「ふくいオープンイノベーション推進機構」と連携し、福井県が重点分野として推進する「航空・宇宙」

「ライフサイエンス」「ロボット」等の分野の企業支援に取り組み、福井県発の革新的なイノベーションの実現、その
成果を活用した新事業・新商品の創出を目指す。

福井県工業技術センター内

航空・宇宙

宇宙産業創出

ロボット

農業用
ｱｼｽﾄｽｰﾂの

開発

ライフサイエンス

医療器具の開発

除草
ﾛﾎﾞｯﾄ

の開
発

身体状態をﾓﾆﾀす
る

ｾﾝｻﾃｷｽﾀｲﾙの開発

ﾄﾞﾛｰﾝ活用
技術の開発

航空機部材
の軽量化

炭素繊維
開繊技術

チタン
加工技術

回路印刷技術

ふくい医療産業
創出研究会e-ﾃｷｽﾀｲﾙ製品

開発研究会

災害対応ﾛﾎﾞｯﾄ技術
研究会(設立予定)

ふくい宇宙産業
創出研究会

レーザ
加工技術

ふくいCFRP研究開発
技術経営ｾﾝﾀｰ

工業技術を活用した
次世代農業研究会

県民衛星
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

産業技術総合研究所
福井サイト

ふくいオープンイノベーション
推進機構

地元の大学・公設試・銀行等の人
材が一体のチームとなり、企業の
ニーズにマッチした支援を実施連携・支援産総研

高度な技術的な知見を活用し、
県内ものづくり企業の
革新的イノベーションを支援

全国の研究拠点と
密接に連携、

革新的技術シーズを
福井に導入
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各県の特色を生かした新たな教員研修の仕組み
【独立行政法人教員研修センター】

教員研修センター

１．言語活動指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度

３．受講者数：１６０人程度

秋田県（平成２８年度から）

１．キャリア教育指導者養成研修

２．実施日数：５日間程度

３．受講者数：１００人程度

富山県（平成２８年度から）

１．小学校における外国語教育
指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度
３．受講者数：１２０人程度

福井県（平成２８年度以降）

１．外国人児童生徒等に対する
日本語指導指導者養成研修

２．実施日数：４日間程度
３．受講者数：１００人程度

三重県（平成２９年度から）

都道府県

都道府県

都道府県

４県の強み・特色等を全国発信

４県のフィールドワーク等を
活用した研修の実施

連携

連携
連携

発信

発信
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山梨県における現地研修拠点の設置

研修のイメージ

山梨県と連携し、現在森林技術総合研修所の周辺森林で実施している現地研修の一部を山梨県内の森
林で行うこととし、平成28年度より、森林土壌の調査等の実習について実施する。

森林技術総合研修所

森林技術総合研修所山梨県 連携

研修のイメージ

現地研修の例（調整中）

・森林土壌の調査
・森林調査
等

研修生

森林土壌調査や森林調査等の技術を
習得しようとする都道府県職員等

土壌断面・根系の調査 林尺による収穫調査 タブレット端末を用いた林内調査
19



自衛隊体育学校における長野県及び岡山県への合宿について

●国が行う「まち・ひと・しごと創生」の一環である「政府関係機関の地方移転」において、長野県（上田市）及び岡山県（美作
市）から自衛隊体育学校の合宿の提案を受け、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、防衛省として合
宿実施の可否について検討を開始。
・長野県：冷涼な気候を活かした菅平高原での高地トレーニング及び全国から集まるトップクラスの選手との合同練習は、自衛

隊体育学校所属隊員の競技力向上に効果的であると思料。
・岡山県：充実したスポーツ関連施設の活用及び各大学等との合同練習は、自衛隊体育学校所属隊員の競技力向上に効果的であ

ると思料。
●現在のところ、２８年度から一部の競技について、合宿する方向で管理面など具体的事項について調整中。

概 要

レスリング女子ラグビー 近代五種 水泳 陸上

○受け入れ可能な競技種目として、「女子ラグビー」「レスリング」「近代五種」「水泳」
「陸上」を提示。

○２８年度の合宿については、女子ラグビーで調整中。
○２９年度以降においても、女子ラグビーのほか、受け入れ可能な競技の合宿について、長野県と
調整を行う予定。

長野県（上田市）

○受け入れ可能な競技種目として、「女子ラグビー」「アーチェリー」「水泳」を提示。
○２８年度の合宿については、女子ラグビーで調整中。
○２９年度以降においても、女子ラグビーのほか、受け入れ可能な競技の合宿について、岡山県と
調整を行う予定。

岡山県（美作市）

出典：菅平高原観光協会ＨＰ

出典：みまさか観光ナビＨＰ

アーチェリー
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○かかみがはら航空宇宙科学博物館リニューアル
・ロケットエンジン、衛星などの展示物提供
・教材、映像、画像などの提供

○宇宙教育プログラム
・宇宙工学講座などへの講師派遣

産業界JAXA・大学等

岐阜県・各務原市・博物館、JAXA・大学等の教育・研究機関、産業界が
連携し、次代の航空宇宙産業の担い手を育成！

県・市・博物館

岐阜県における宇宙教育活動に関する連携の概要
国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA）

平成２８年３月以降速やかに岐阜県・各務原市とJAXAの間で連携協力協定を締結し、かかみがはら航空宇

宙科学博物館などを活用して岐阜県・各務原市が取り組む宇宙教育活動・宇宙教育プログラムにおいて、
ロケットエンジン等の展示物提供や講師派遣などを通じてJAXAが積極的に連携する。

宇宙教育活動のイメージ

かかみがはら航空宇宙科学博物館 宇宙教育プログラム（イメージ）

JAXAとの連携内容（一部調整中）

次代の航空宇宙産業を担う各務原市をはじめとした地域
の小中学生、高校生、大学生など

対 象
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岐阜県、美濃市、岐阜県立森林文化アカデミ－等と連携し、森林・林業・木材利用分野に係る専修学校で
ある岐阜県立森林文化アカデミ－において、研修の一部を移転し、新たに林業技術者育成のための教育
の企画運営手法に関する先進的な取組についての研修を、平成２８年度より実施する。

森林技術総合研修所
岐阜県、美濃市、

岐阜県立森林文化アカデミー等
連携

研修のイメージ

研修生研修メニューの例（調整中）

・岐阜県における人材育成の取組
・技術者育成の教育企画運営
・学生募集・就職等学生指導実務 等

地元の林業大学校、林業研修センターの効果的な
運営や活用に悩んでいる都道府県職員等

岐阜県における現地連携研修の概要
森林技術総合研修所

学長講義 木育授業 県内先進林業事業体経営林の見学実習
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静岡市における水産研究の連携拠点の設置

静岡市が創設する海洋産業クラスター協議会に、国立研究開発法人水産総合研究センターが参画する。この協議会

を拠点として、海洋観測システム開発や次世代漁船の開発等の共同研究の実施等を進める。

国 立 研 究 開 発 法 人
水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー

漁船の省エネ化、海洋観測による水産・環境・防災分野への応用

静岡市（清水区）
大型漁船の建造基地であり、水産、物流ほか関連産業の集積地

・ＬＮＧを燃料とする漁船の開発
・駿河湾における水産業を含む海洋生態系の研究
・海洋観測システムの開発

研究の実施（東海大学・静岡市他）

【産】 静岡商工会議所
【学】 東海大学
【官】 国立研究開発法人海洋研究開発機構

静岡県
静岡市（事務局）

国立研究開発法人
水産総合研究センター

（神奈川県横浜市）

・協議会への参画
・研究者の派遣
・セミナー他各種
イベントへの協力

静岡市海洋産業クラスター協議会の新設（平成２８年度）

・研究連携協定の締結
・共同研究の実施

［漁船の建造］

○水産資源の持続的な利用のための
研究開発

○水産業の健全な発展と安全な水産
物の安定供給のための研究開発

○海洋・生態系モニタリングと次世代
水産業のための基盤研究

基礎から応用、実証化・普及まで
の研究開発を体系的・計画的に
実施
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○ キクの低コスト生産技術の開発と実証
○ ゲノム解析等の成果を活用した花きの新品種開発
○ 花きの収量増大のための統合環境制御技術の開発と実証

愛知県における花きに関する研究連携体制の構築

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構花き研究所（農研機構花き研究所）が、愛知県、田原市
等と連携し、同県農業総合試験場（東三河農業研究所）や田原市の実証研究ほ場において、キクの低コスト生
産技術の開発と実証、カーネーション等のゲノム解析成果を活用した新品種開発の共同研究等を実施。

農業総合試験場東三河農業研究所

花きの新品種や新技術の実用化を加速

基礎研究成果の共有
（研究者を派遣）

具体的研究内容

田原市など愛知県内のほ場

現地ほ場で
実証試験 × ××××

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
花き研究所

（茨城県つくば市）

愛知県
我が国最大の花き産地

研究手法の習得
（研究者を派遣）

○花きのゲノム解析データ

○統合環境制御に関する技術

○周期的な温度変化等に対する花きの生長反応に

関する知見

●

愛知県農業総合試験場
東三河農業研究所

国 立 研 究 開 発 法 人
農業・食品産業技術総合研究機構

（豊橋市）

田原市
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産業技術総合研究所の一部を愛知県に移転し、
「産総研・名大窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーションラボラトリ」

（仮称）を設置

安心･安全な生活
環境を提案

電力損失を1/10に減らし、省エネ効果９％

装置の小型化、軽量化による車の燃費向上 等

○ 地方創生の観点から、愛知県に次世代半導体新素材（GaN）を活用した世界最先端の研究環境を形成。

○ 名古屋大学キャンパス内に産業技術総合研究所が「産総研・名大窒化物半導体先進デバイスオープンイノベーション
ラボラトリ」（仮称）を設置。また、名古屋大学の呼びかけによるオールジャパンの研究体制(GaN研究コンソーシア
ム)に、愛知県、科学技術交流財団が協力・支援することにより、省エネ社会の実現を加速。

ＩＴによる便利な
暮らし

省エネルギー社会の実現

光応用 高周波応用パワー応用

白色照明、ディスプレイ応用で省エネ効果7%

紫外線素子により安全な飲み水を提供

超高速・高品質・省電力で情報伝送

ＧａＮ研究コンソーシアム

産総研・名大窒化物半導体先進
デバイスオープンイノベーション

ラボラトリ（仮称）
デバイス化、産業技術研究、実装支援

産業界

事業化・実用化

名古屋大学
未来エレクトロニクス集積

研究センター

基礎研究

橋渡し
技術シーズの汲み上げ
産業ニーズの把握

産学行政連携共同研究プロジェクト
GaN結晶分析評価

企業の課題解決支援
研究成果の普及

愛知県・科学技術交流財団

あいち産業科学技術総合センター
（愛知県）

あいちシンクロトロン光センター
（科学技術交流財団）

協力・支援
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各県の特色を生かした新たな教員研修の仕組み
【独立行政法人教員研修センター】

教員研修センター

１．言語活動指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度

３．受講者数：１６０人程度

秋田県（平成２８年度から）

１．キャリア教育指導者養成研修

２．実施日数：５日間程度

３．受講者数：１００人程度

富山県（平成２８年度から）

１．小学校における外国語教育
指導者養成研修

２．実施日数：３日間程度
３．受講者数：１２０人程度

福井県（平成２８年度以降）

１．外国人児童生徒等に対する
日本語指導指導者養成研修

２．実施日数：４日間程度
３．受講者数：１００人程度

三重県（平成２９年度から）

都道府県

都道府県

都道府県

４県の強み・特色等を全国発信

４県のフィールドワーク等を
活用した研修の実施

連携

連携
連携

発信

発信
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○研究成果の活用による国内外の環境保全の推進と、民間活力との連携

による環境産業の活性化を目指します。

国立環境研究所琵琶湖分室（仮称）と滋賀県琵琶湖環境科学研究センターの連携による研究展開

琵琶 湖の保全及び再生に関する法律・基本方針（国） ・基本 計画 （滋賀県 ）

【研究テーマ候補】
・琵琶湖における有機物収支に関する研究
･底泥環境の評価と底泥溶出に関する研究
・湖沼の生物資源の利活用に関する研究
・湖沼の水質改善に関する研究

研究内容への国際的関心の高まり

企業の国際的関心の高まり

企業立地加速

環境産業の活性化

大 学 ・ 研 究 機 関 ・企業等 と の 連 携

日本の
湖沼環境
保全の推進

世界の
湖沼保全に

貢献

琵琶湖と集水域を一体と
した研究を推進

企業、国、県の
連携研究により

技術・製品開発が深化

発展段階

・「しが水環境ビジネス推進フォーラム」 「びわ湖環境ビジネスメッセ」
（商談・情報発信・交流の場）

・技術開発等への支援

【関連企業】
水処理、計測機器、飲料、繊維関係メーカー等

支援

琵琶湖をフィールド

とした研究を実施
＜地方創生の深化のための

新型交付金活用＞

企業、国、県の

連携研究に着手

立ち上げ段階

湖沼の生物資源の有効利用促進 計測機器の精度向上水処理技術の向上

三方よし
湖沼・国民・企業

日本の湖沼の先駆
けとして研究実施

琵琶湖畔には、様々
な環境産業が立地

環境保全産業
の発展に貢献

研究成果
の活用

民間活力と
の連携
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国立研究開発法人理化学研究所の機能の地方移転について

福岡県（久留米市）
福岡県におけるバイオ産業振興のた
め、理化学研究所と地域の大学・企
業等との共同研究の展開

○久留米市の協力の下設置した「理化学研究所との連
携にかかる協議会」において、医薬・機能性食品等の
バイオ分野におけるテーマ発掘・探索、共同研究を理
研、地域の大学・企業の参画により実施

○共同研究の成果や発展性を踏まえ、連携拠点等の新
しい連携体制の在り方も模索。

広島県
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用した
ライフサイエンス共同研究拠点の設置

○広島大学イノベーションプラザにおいて、地元自治体と連携しつつ、理研、中国、四国
地方の研究機関・企業等の参画を得て細胞医療・細胞生物資源開発分野等の共同研
究のための拠点を設置。

○これにより、広島を中心とした中国･四国地方での産学連携・イノベーション創出を推進。

福岡県（福岡市）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者
による連携協定に基づく応用化学分野等
における地域イノベーション創出に向け
た連携拠点の設置

○理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による協定に
基づき、地元企業等の参画、福岡県の支援も活用しつ
つ、連携拠点の設置を視野に検討。

○地域イノベーション創出に向け，まずは，応用化学分野
等において，理研と九州大学との共同研究等に着手し、
今後、幅広い分野での共同研究テーマを順次設定。

兵庫県
産学連携体制の強化のための連携拠点の設置

○理研関西地区の研究センター等が地元自治体、関西地区の大学・企業との連
携推進のための「科学技術ハブ推進本部関西拠点（仮称）」を設置。

○これにより、関西広域での産学連携、イノベーション創出を推進。

福井県
加速器を用いた生物照射の研究や利
活用のため、理化学研究所仁科加速
器センターの協力による育種研究連
携拠点の設置

○若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所が県内
外の大学･研究機関と協力し育種関係の研究会・相談会
を開催。さらに将来、若狭湾エネルギー研究センターへ
の西日本の育種研究連携拠点設置を視野に検討。

○また、若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所で
共同研究を新たに開始するとともに、戦略的イノベーショ
ン創造プログラムでの「次世代農林水産業創造技術」で
の理化学研究所、若狭湾エネルギー研究センター、福
井県立大学の連携を強化。

京都府
脳科学分野やAIに関する地域イノ
ベーション創出のため、理化学研究
所と地域の大学、企業等との共同研
究の展開

○理研、地域の大学・企業等の連携のため、京都府の
協力の下、（公財）京都産業21けいはんなオープンイ
ノベーションセンター（KICK）が事務局機能を担う。

○脳科学・AIに関するテーマ発掘・探索、共同研究を、
理研、地域の大学・企業の参画を得て実施。

○進捗状況を踏まえ、脳科学・AIに関する更なる共同
研究テーマの発掘・探索作業や地域イノベーションの
出口戦略を検討

理化学研究所
我が国唯一の自然科学に関する総合的な研究開発機
関として、様々な研究開発成果を創出。産学官と連
携した共同研究等を通じ、地方創生に貢献。

理化学研究所
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○京都府におけるスマートシティ構想の一環として、けいはんな地区における公共交通を中心とした
人・街・社会に優しい新公共交通システムの実現を目指すため、京都府主導によりスマートモビリティ
ワーキングチームを設置、当該ワーキングチームにNICTが参画し、他の研究機関・企業と共に
けいはんな地区におけるスマートシティ化の促進に寄与する

(独)情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）と京都府との検討結果

 京都府のスマートシティ構想実現に向け、京都府と情報通信研究機構との研究連携体
制を構築する

スマートモビリティワーキングチーム（NICTが参画）

＜ワーキングチームの検討テーマ＞
・次世代型のバスの位置情報通知システム等のICTシステムの導入検討
・スマート照明の導入などスマートインフラの整備検討
・付加価値の高いサービスとその運用を含めたシステム構築の検討

○また、スマートモビリティ以外の分野についても、けいはんな地区をはじめとする京都府のスマート
シティ構想実現に向けた研究連携体制の検討を行う

（検討結果イメージ） けいはんな地区における新公共交通システム

技術的
助言等

スマートシティ化を促進

地域の人口増加
地域の高齢化

企業の集積

環境・
健康

配慮
快適性

輸送量
増強速達性

定時性

連節バス・カーシェアの導入

スマー
トシティ

29



大阪府の提案

国立健康・栄養研究所の健都（吹田市・摂津市）への移転

（２）効果

① ライフサイエンス分野の企業、研究機関

等との連携により、研究開発力の向上、イ

ノベーションの創出が図られ、我が国全体

の成長に寄与

② 法人統合のシナジー効果が一層高まり、

国民全体の健康の保持増進に寄与

北大阪健康医
療都市（健都）

ＡＭＥＤ創薬支
援戦略部
西日本統括部

国立健康・栄養研究所の移転について

北大阪健康医療都市
「健都」

有機的連携

複合商
業施設

国立循環器病
研究センター

健都
イノベーションパーク

吹田市民病院

交流

共同研
究開発

健康増進公園

ウェルネス
住宅

（１）背景

① 大阪・関西はライフサイエンス分野の企業、国内有数の大学・研究機関が集積

② 北大阪健康医療都市(健都)において「健康と医療」をコンセプトとしたまちづくり

を推進

③ 法人の本部は大阪(彩都)に立地

○医薬基盤研究所と国立健康・栄養
研究所が統合して設立（27年４月）

・医薬基盤研究所：
大阪府茨木市彩都

・国立健康・栄養研究所：
東京都新宿区戸山

○国立健康・栄養研究所の全部
移転に向けて、

・移転の詳細

・地元の受け入れ体制

について、大阪府と厚生労
働省・当該機関の間で調整を
行い、平成28年度中を目途に
成案を得ることとする。

対応方針

医薬基盤・健康・栄養
研究所
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国立研究開発法人理化学研究所の機能の地方移転について

福岡県（久留米市）
福岡県におけるバイオ産業振興のた
め、理化学研究所と地域の大学・企
業等との共同研究の展開

○久留米市の協力の下設置した「理化学研究所との連
携にかかる協議会」において、医薬・機能性食品等の
バイオ分野におけるテーマ発掘・探索、共同研究を理
研、地域の大学・企業の参画により実施

○共同研究の成果や発展性を踏まえ、連携拠点等の新
しい連携体制の在り方も模索。

広島県
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用した
ライフサイエンス共同研究拠点の設置

○広島大学イノベーションプラザにおいて、地元自治体と連携しつつ、理研、中国、四国
地方の研究機関・企業等の参画を得て細胞医療・細胞生物資源開発分野等の共同研
究のための拠点を設置。

○これにより、広島を中心とした中国･四国地方での産学連携・イノベーション創出を推進。

福岡県（福岡市）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者
による連携協定に基づく応用化学分野等
における地域イノベーション創出に向け
た連携拠点の設置

○理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による協定に
基づき、地元企業等の参画、福岡県の支援も活用しつ
つ、連携拠点の設置を視野に検討。

○地域イノベーション創出に向け，まずは，応用化学分野
等において，理研と九州大学との共同研究等に着手し、
今後、幅広い分野での共同研究テーマを順次設定。

兵庫県
産学連携体制の強化のための連携拠点の設置

○理研関西地区の研究センター等が地元自治体、関西地区の大学・企業との連
携推進のための「科学技術ハブ推進本部関西拠点（仮称）」を設置。

○これにより、関西広域での産学連携、イノベーション創出を推進。

福井県
加速器を用いた生物照射の研究や利
活用のため、理化学研究所仁科加速
器センターの協力による育種研究連
携拠点の設置

○若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所が県内
外の大学･研究機関と協力し育種関係の研究会・相談会
を開催。さらに将来、若狭湾エネルギー研究センターへ
の西日本の育種研究連携拠点設置を視野に検討。

○また、若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所で
共同研究を新たに開始するとともに、戦略的イノベーショ
ン創造プログラムでの「次世代農林水産業創造技術」で
の理化学研究所、若狭湾エネルギー研究センター、福
井県立大学の連携を強化。

京都府
脳科学分野やAIに関する地域イノ
ベーション創出のため、理化学研究
所と地域の大学、企業等との共同研
究の展開

○理研、地域の大学・企業等の連携のため、京都府の
協力の下、（公財）京都産業21けいはんなオープンイ
ノベーションセンター（KICK）が事務局機能を担う。

○脳科学・AIに関するテーマ発掘・探索、共同研究を、
理研、地域の大学・企業の参画を得て実施。

○進捗状況を踏まえ、脳科学・AIに関する更なる共同
研究テーマの発掘・探索作業や地域イノベーションの
出口戦略を検討

理化学研究所
我が国唯一の自然科学に関する総合的な研究開発機
関として、様々な研究開発成果を創出。産学官と連
携した共同研究等を通じ、地方創生に貢献。

理化学研究所
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鳥取県におけるナシ研究の連携拠点の設置

鳥取県園芸試験場に、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構のナシ育種研究の連携拠点を設置し、

ここで新品種候補系統の病害抵抗性等に関する評価試験を実施することで、我が国のナシの新品種開発を加速する。

国 立 研 究 開 発 法 人
農業・食品産業技術総合研究機構

全国に適応するナシの新品種開発の加速

鳥取県
西日本・日本海側地域最大のナシの産地

鳥取県園芸試験場

・アジア梨遺伝資源銀行における豊富な遺伝資源の評価と活用

鳥取大学農学部

・鳥取県オリジナルのナシ新品種の開発等

果樹研究室
・我が国最大のナシの産地である関
東・東山地域において、全国のナシ産
地を対象とした新品種を開発

・ゲノム研究など他分野の研究成果も
活用して、ナシの新品種開発の基盤と
なる研究も実施

国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構

果樹研究所
（茨城県つくば市）

・研究者の
派遣

・つくばで
交配した
実生を鳥
取拠点で
定植

・つくばよりも鳥取県で実施することが効率的な、
ナシ新品種候補系統の病害抵抗性等に関する評
価試験について、鳥取県園芸試験場の圃場等を
活用して実施

農業・食品産業技術総合研究機構ナシ育種研究鳥取拠点
（仮称）の新設（平成２９年度予定）

共同
研究

連
携

［夏さやか（青ナシ）］

［ 甘太（赤ナシ） ］ ［DNAマーカー選抜］

鳥取大学

鳥取県園芸試験場
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職業能力開発総合大学校の調査・研究機能の一部移転

職業能力開発総合大学校の調査・研究機能のうち、航空機・医療機器・自動車分野の職業訓

練に係る教材開発に関する機能を移転する。鳥取県の実施している企業研修への支援の取組

み等を踏まえ、具体的な業務内容や連携手法について検討を進め、平成２８年度中を目途に成

案を得ることとする。

移転に関する基本方針

①職業訓練指導員の養成

公共職業能力開発施設などで職業に必要な知

識・技能・技術を付与するために職業訓練等を行

う職業訓練指導員を養成

②職業訓練指導員の研修

職業訓練指導員が新たなニーズや技術革新等に

対応するための技能・技術向上の訓練を実施

③職業能力の開発・向上に関する調査・研究

社会産業構造の変化に応じた職業能力開発の実践に必要な調査研究、及び効果的な職業訓練の実施

に資する教材・訓練コース等の開発、並びに訓練技法・評価方法等の開発やこれらの成果等の情報発信

職業能力開発総合大学校 （所在地：東京都小平市）

航空機・医療機器・自動車分野の職業訓練に係る教材開発機能

このうち、一部機能を鳥取県に移転予定
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島根県海士町と連携した研修の企画・実施について

政府開発援助（ODA）の一環として、開発途上国の人
材育成を目的とした技術研修または青年研修について、
平成28年度以降、その一部を島根県海士町を実施拠点
として、実施する。

また、海士町の様々な地域開発・地方創生の取組を活
かした研修を同町と国際協力機構（JICA）が連携して
企画し、同町がこれまで行ってきた６次産業化の取組
や地域特産品の開発、観光・地域教育に関する活動等
を踏まえて、同町の特色を活かした研修を実施する。

≪実施を想定している研修≫
（１）「官民連携による地域観光マーケティング」研修（2016年7月予定）

･･･ 開発途上国行政官等、約10名に対する地域観光開発に関する研修。
研修期間中、2泊3日の研修プログラムを海士町で実施する予定。

（２）教育・地方行政分野の研修（2016年度予定）
･･･ 開発途上国の若手教員・行政官等、約15名を対象に教育・地方行政分野の日本の

経験や取組を理解する基礎的な研修を海士町で実施するための準備を行う。

移転対象地域：島根県
対象機関 ：（独）国際協力機構（JICA)
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島根県における大田研究拠点の拡充による畜産研究機能の強化

○ 国際競争力強化に向けた黒毛和種短期肥育技術の開発

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構近畿中国四国農業研究センター大田研究拠点において、
畜産分野の研究機能を拡充し、島根県の畜産技術センター及び中山間地域研究センターと連携して、肉用牛生
産の研究を一層推進する。具体的には、肉用牛の肥育期間の短縮や水田里山の畜産利用等の研究を実施する。

・肥育期間の短縮による肉用牛生産の国際競争力強化
・水田里山等の畜産利用拡大による中山間地域農業の活性化

具体的研究内容

○ 高栄養の粗飼料給与による短期肥育技術と
当該牛の肉質評価技術の開発

共同研究

国 立 研 究 開 発 法 人
農業・食品産業技術総合研究機構

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
近畿中国四国農業研究センター

大田研究拠点
（島根県大田市）

黒毛和種放牧・飼料研究に係る研究者の拡充

島根県

畜産技術センター

中山間地域研究センター

○ 水田里山における放牧と地域資源を活用した
子牛生産モデルの実証試験

○ 高タンパク質飼料給与による短期肥育技術及び
当該牛の肉質評価技術の開発

（出雲市）

（飯南町）

大田研究拠点

畜産技術センター

中山間地域研究センター

●

●

●

○ 水田里山の放牧利用技術や水田の農牧輪換技術
の開発

営農モデルの確立

○ 水田里山の畜産利用と農牧輪換による中山間地域における低コスト・高収益
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岡山県における現地連携研修の実施

研修のイメージ

岡山県、真庭市、真庭市周辺地域の林業・木材産業関係者等と連携し、岡山県真庭市において、新たな
木材需要の拡大に資するＣＬＴ（直交集成板）や木質バイオマス等に関する取組についての研修を、平成
28年度より実施する。

森林技術総合研修所

森林技術総合研修所
岡山県、真庭市、
周辺地域の林業・
木材産業関係者等

連携

研修のイメージ

研修生

新たな木材需要の拡大について、最新の知識及び
技術を習得しようとする都道府県職員等

研修メニューの例（調整中）

・真庭市の林業・バイオマス利活用の取組
・ＣＬＴの製造工場の視察
・ＣＬＴを使用した構造物の視察

ＣＬＴ（直交集成板）製造 バイオマス発電所原木市場
36



自衛隊体育学校における長野県及び岡山県への合宿について

●国が行う「まち・ひと・しごと創生」の一環である「政府関係機関の地方移転」において、長野県（上田市）及び岡山県（美作
市）から自衛隊体育学校の合宿の提案を受け、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、防衛省として合
宿実施の可否について検討を開始。
・長野県：冷涼な気候を活かした菅平高原での高地トレーニング及び全国から集まるトップクラスの選手との合同練習は、自衛

隊体育学校所属隊員の競技力向上に効果的であると思料。
・岡山県：充実したスポーツ関連施設の活用及び各大学等との合同練習は、自衛隊体育学校所属隊員の競技力向上に効果的であ

ると思料。
●現在のところ、２８年度から一部の競技について、合宿する方向で管理面など具体的事項について調整中。

概 要

レスリング女子ラグビー 近代五種 水泳 陸上

○受け入れ可能な競技種目として、「女子ラグビー」「レスリング」「近代五種」「水泳」
「陸上」を提示。

○２８年度の合宿については、女子ラグビーで調整中。
○２９年度以降においても、女子ラグビーのほか、受け入れ可能な競技の合宿について、長野県と
調整を行う予定。

長野県（上田市）

○受け入れ可能な競技種目として、「女子ラグビー」「アーチェリー」「水泳」を提示。
○２８年度の合宿については、女子ラグビーで調整中。
○２９年度以降においても、女子ラグビーのほか、受け入れ可能な競技の合宿について、岡山県と
調整を行う予定。

岡山県（美作市）

出典：菅平高原観光協会ＨＰ

出典：みまさか観光ナビＨＰ

アーチェリー
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国立研究開発法人理化学研究所の機能の地方移転について

福岡県（久留米市）
福岡県におけるバイオ産業振興のた
め、理化学研究所と地域の大学・企
業等との共同研究の展開

○久留米市の協力の下設置した「理化学研究所との連
携にかかる協議会」において、医薬・機能性食品等の
バイオ分野におけるテーマ発掘・探索、共同研究を理
研、地域の大学・企業の参画により実施

○共同研究の成果や発展性を踏まえ、連携拠点等の新
しい連携体制の在り方も模索。

広島県
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用した
ライフサイエンス共同研究拠点の設置

○広島大学イノベーションプラザにおいて、地元自治体と連携しつつ、理研、中国、四国
地方の研究機関・企業等の参画を得て細胞医療・細胞生物資源開発分野等の共同研
究のための拠点を設置。

○これにより、広島を中心とした中国･四国地方での産学連携・イノベーション創出を推進。

福岡県（福岡市）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者
による連携協定に基づく応用化学分野等
における地域イノベーション創出に向け
た連携拠点の設置

○理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による協定に
基づき、地元企業等の参画、福岡県の支援も活用しつ
つ、連携拠点の設置を視野に検討。

○地域イノベーション創出に向け，まずは，応用化学分野
等において，理研と九州大学との共同研究等に着手し、
今後、幅広い分野での共同研究テーマを順次設定。

兵庫県
産学連携体制の強化のための連携拠点の設置

○理研関西地区の研究センター等が地元自治体、関西地区の大学・企業との連
携推進のための「科学技術ハブ推進本部関西拠点（仮称）」を設置。

○これにより、関西広域での産学連携、イノベーション創出を推進。

福井県
加速器を用いた生物照射の研究や利
活用のため、理化学研究所仁科加速
器センターの協力による育種研究連
携拠点の設置

○若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所が県内
外の大学･研究機関と協力し育種関係の研究会・相談会
を開催。さらに将来、若狭湾エネルギー研究センターへ
の西日本の育種研究連携拠点設置を視野に検討。

○また、若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所で
共同研究を新たに開始するとともに、戦略的イノベーショ
ン創造プログラムでの「次世代農林水産業創造技術」で
の理化学研究所、若狭湾エネルギー研究センター、福
井県立大学の連携を強化。

京都府
脳科学分野やAIに関する地域イノ
ベーション創出のため、理化学研究
所と地域の大学、企業等との共同研
究の展開

○理研、地域の大学・企業等の連携のため、京都府の
協力の下、（公財）京都産業21けいはんなオープンイ
ノベーションセンター（KICK）が事務局機能を担う。

○脳科学・AIに関するテーマ発掘・探索、共同研究を、
理研、地域の大学・企業の参画を得て実施。

○進捗状況を踏まえ、脳科学・AIに関する更なる共同
研究テーマの発掘・探索作業や地域イノベーションの
出口戦略を検討

理化学研究所
我が国唯一の自然科学に関する総合的な研究開発機
関として、様々な研究開発成果を創出。産学官と連
携した共同研究等を通じ、地方創生に貢献。

理化学研究所
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•災害発生時の衛星データ解析結果の活用、及び
必要とする県内の自治体、関連防災機関等への
提供。

災 害 対 応 で の 利 用

•防災に有効な衛星データ
解析技術の研究、国内外
の人材教育実施。 衛星データ処理・解析  

 

• 衛星データ防災利用技術研究拠点として、データセンターを設置し、同セ
ンターに「だいち２号」等の衛星データ解析装置等を整備。

• あわせて、JAXAで保有している超高速インターネット衛星「きずな」
（WINDS）の地球局を山口県に移設。

• 衛星画像の防災利用拠点として、周辺地域の大学等とも連携して、有識
者会議や人材育成プログラムを開催。

• 西日本地域（中国・四国・九州地方）の「だいち２号」等の平時及び災害時
の衛星観測データを山口大学及び関係大学と連携して同地域に提供する。

• 「きずな」地上局については、緊急時に「きずな」を経由してデータ伝送を実
施する他、防災訓練等の危機管理対策やアジア諸国との遠隔教育を通じ
た国際連携にも活用する。

• 将来的には、国の危機管理の在り方や、リモートセンシングの利活用、産
業集積などの地域波及効果の状況を踏まえ、他分野での活用や人材育
成機能、国際連携の機能等について拡充を目指した検討を進める。

平時観測及び緊急観測による
データ取得

山 口 大 学

山 口県Ｊ Ａ Ｘ Ａ

協定締結

機能・性能
アンテナ径 1.2m
送信機出力 40W
伝送速度

上り

下り

1.5/6/24/51Mbps
155Mbps

質量 300kg

衛星データ
解析装置

地上局

ＪＡＸＡ西日本衛星リモートセンシング防災利用研究センター（仮称）

衛星データ防災利用技術研究拠点（仮称）＠山口県

•災害発生時に衛星データ
の処理・解析・提供を他
大学と連携して支援。

•平成28年度に「応用衛星
リモートセンシング研究セ
ンター」を学内に設置。
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山口県における水産研究の連携拠点の設置

水研センターと統合する水産大学校に、平成29年度に共同研究拠点を設置（地域連携室）し、県内機関と漁業経営、

水産物高付加価値化等に関する共同研究を実施。

国 立 研 究 開 発 法 人
水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー

○持続可能な収益性の高い漁業の実現
○水産加工業や、漁船等の周辺産業も含めた地域産業の維持・発展
○漁業・水産業への新規参入の拡大（新規漁業就業、新規企業参入）

山口県
国立研究開発法人

水産総合研究センター
（神奈川県横浜市）

・水研センターと統合（平成28年度）

独立行政法人水産大学校
（山口県下関市）

共同研究拠点
（地域連携室）

設置
（平成29年度）

共同研究課題
【想定課題】
「漁業構造改革の経営面からのPDCAサイクル確立」
「特定第3種漁港における輸出促進のための水産物高付加価値化」

【主】山口県、水産研究・教育機構
【副】下関市、漁協、企業等

下関漁港の高度衛生管理化改修
沖合底びき網漁業の構造改革の推進
【主】山口県、下関市、山口県漁協、以東底曳網漁協等

課題に関連

○水産資源の持続的な利用のための研究開発
○水産業の健全な発展と安全な水産物の安定
供給のための研究開発

○海洋・生態系モニタリングと次世代水産業のた
めの基盤研究

基礎から応用、実証化・普及までの研究
開発を体系的・計画的に実施

【沖合底びき網改革型漁船】 【水産物加工処理】【特３下関漁港市場】

・連携・共同研究
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○ 防衛装備庁艦艇装備研究所が、デュアルユース技術を積極的に活用し、今後積極的に取り組んでいく先進
的な研究分野（水中無人機など）に必要となる試験評価施設（岩国海洋環境試験評価サテライト（仮称））に
ついて、岩国市への整備に関する検討を防衛省、山口県、岩国市の３者を中心に進める。

○ このため、協議の場を設置し、平成２８年度より定期的な協議を行っていき、平成３３年度以降の早い段階か
ら順次運用することを目指す。

防衛装備庁艦艇装備研究所の試験評価施設設置の概要

試験評価に使用する装置の例

（一例）水中無人機分野における研究計画
※ 本計画は現時点における最短の場合の例を示しており、今後の状況等により変更することが

あり得る。なお、具体的な計画については、今後設置する会議体において検討を実施する。

H28 H29～H32 H33～順次

設置条件
経費具体化

予算要求～試験評価施設設置 運用（試験評価）

水中無人機分野に関する研究

会議体を設置、
年２回程度開催

海中を搭載したセンサ等により周囲の状況を認識・判断し
て自立で航行する無人機に関する研究

長期間水中航走を行うことが可能となる大型の長期運用型無人水中航走体等に関する研究

大型モーションテーブル（傾斜試験）
シミュレーター（模擬環境試験）

※ 当該施設については、艦艇装備研究所との研究協力等により、大学や
他の研究機関の活用も可能。将来的には、当該地域が水中無人機など
の試験評価の集積地となる可能性。

大型恒温水槽（温度試験） 41



国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構近畿中国四国農業研究センター四国研究センターにおいて、香

川県と連携し、新たに環境保全型野菜生産技術に係る研究体制の構築及び第４期中長期目標期間中（平成２８年度～３

２年度）の本格的な研究開始に向け、平成２８年度中に内容の詳細を検討する。

香川県における四国研究センターの拡充による野菜研究機能の強化
国 立 研 究 開 発 法 人
農業・食品産業技術総合研究機構

香川県を含む近畿・中国・四国地域に適応する野菜生産技術の開発の加速

新たに環境保全型野菜生産技術に係る
研究体制の構築

・消費者ニーズに即した魅力ある農林水産物の生産拡
大を図るために、低コスト・省力化技術の開発等試験
研究を充実・強化

香川県

野菜の生産量
ブロッコリー（全国第４位)、レタス(全国第５位）、タマネギ
（全国第８位） 等

香川県農業試験場

このほか、香川県と国立研究開発法人農業・食品産業技術総合
研究機構との間で、共同研究や研究者の交流を促進

四国研究センター

香川県農業試験場
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海技研連携「今治地域造船人材育成事業の総合的推進」

【連携内容】

地元における造船人材育成・確保の中核である「今治地域造船技術センター」を拠

点に、海上技術安全研究所が、愛媛県や今治市、地元造船所等の地元関係者と

の連携・協力を強化する。

他地域の造船技能
開発センター

拠点：今治地域造船技術センター

○新規研修
・生産設計に関する基礎研修
・３D－VRシミュレータを活用した塗装研修
・双方向TV通信を活用した海技研による船舶海洋工学研修
○既存研修
○造船技能検定・技能コンクールの実施

造船技術の連携拠点

試験・研究者の確保・育成、
技術開発施設整備等

地元造船所

新規研修の
実施等を支援

丸亀地区

人材育成事業を
地方創生加速化交付金で支援

地域間連携

○海技研による定期的な技術講演会の実施

海上技術安全研究所

支援・運営

今治工業高校

新人を派遣し、研修を実施
大手造船所は運営に参画

今治市 愛媛県

支援

総合的に
バックアップ

☑造船業の技術力、競争力強化

☑造船人材の育成

船舶の発注、輸出増加

しごと創生、地方への人の流れ

造船は成長産業
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百万トン 海上荷動量

43



研究成果の製品化

も
の

し
ご
と
（
企
業
・研
究
）

ひ
と 国の研究機関等によるアウトリーチの拡充（「学びの場」の充実等）[H29]

【主】高知県 【副】大学、国の研究機関、企業 等

★日本を代表する「海洋人材等育成フィールド」の確立
・海洋コア ・微生物 ・海底資源

・海洋深層水 ・防災 ・室戸世界ジオパークなど

共同研究の着手（基礎研究）[H29～]
【主】大学、国の研究機関、公設試

産学官による共同研究の実施
（事業化に向けた実証研究）

【主】高知県、企業、大学、国の研究機関 等

産業利用を目指す企業集積（企業研究室の設置等）
【主】高知県、企業 【副】大学、公設試

産学官による共同研究の実施
（実用化の可能性の研究）

【主】高知県、企業、大学、国の研究機関 等

企業との共同研究スペース確保
【主】高知県、市町村
【副】大学、企業

企業集積に向けた環境整備
【主】高知県

研究連携拠点の形成[H29～]
（※協議を踏まえ、研究グループ

の移転等の連携の強化）
【主】高知県
【副】大学、国の研究機関 等

★関連産業のクラスター化
・薬品産業

・健康産業
・エネルギー産業 など

高知県のリソース

○高知コアセンター
・コア保管分析の国際拠点（世界3大コア試

料保管拠点）
・地球掘削科学における共同利用・共同研究

拠点

○室戸海洋深層水研究施設
・高知県海洋深層水研究所
・高知県海洋深層水共同研究センター

○中・高校生等向けキャリア教育
・SSH指定高校によるサイエンスフィ－ルド

ワークの実施 など

○JAMSTECと高知大学との包括連携協定

○産学官連携会議
・産学官金が日常的な情報共有や相互連携

を図るプラットホーム
○産学官民連携センタｰ（H27.4）
・産業振興や地域の課題解決に向けた取組

を推進（知・交流・人材育成の拠点機能）

○高知高専
・まちづくり・防災コース設置（H28）

○高知大学
・農林海洋科学部新設（H28）
・地球環境防災学科（仮称）新設（H29）

高知の強みを生かし、
●共同研究の検討
・海底コア微生物
・防災システム など

●海洋人材等の育成に向けた検討

研究成果の製品化
【主】企業

★防災システムの構築

県が関係機関相互の
リエゾン機能を発揮

企業誘致・起業支援 【主】高知県

etc.

高知県の強みを生かした戦略づくり
研究連携拠点の形成

（政府研究機関の移転、共同研究の加速化等）
県外企業・メーカーの移転
県内企業との共同開発

海洋・海底資源を核とした政府研究機関及び企業の高知県移転における方向性（イメージ）

○高知大学海洋コア総合研究センター
○海洋研究開発機構高知コア研究所

海洋・海底資源分野における
研究者、試料、ファシリティー
が集積

協議の場の設置（戦略づくり）[H28]
【主】高知県 【副】大学、国の研究機関、公設試、企業 等

個別分野での勉強会等の開催[H28]
【主】高知県 【副】大学、国の研究機関、公設試 等

広がりを持たせるために、
必要に応じて、他の国の研究機関も参加

高知県

県外の大学生等を対象とした人材育成事業の共同実施[H29]
・高知県をフィールドとした研究授業の実施・開催など

【主】高知県、市町村 【副】大学、国の研究機関 等
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国立研究開発法人理化学研究所の機能の地方移転について

福岡県（久留米市）
福岡県におけるバイオ産業振興のた
め、理化学研究所と地域の大学・企
業等との共同研究の展開

○久留米市の協力の下設置した「理化学研究所との連
携にかかる協議会」において、医薬・機能性食品等の
バイオ分野におけるテーマ発掘・探索、共同研究を理
研、地域の大学・企業の参画により実施

○共同研究の成果や発展性を踏まえ、連携拠点等の新
しい連携体制の在り方も模索。

広島県
広島大学が所有するイノベーションプラザを活用した
ライフサイエンス共同研究拠点の設置

○広島大学イノベーションプラザにおいて、地元自治体と連携しつつ、理研、中国、四国
地方の研究機関・企業等の参画を得て細胞医療・細胞生物資源開発分野等の共同研
究のための拠点を設置。

○これにより、広島を中心とした中国･四国地方での産学連携・イノベーション創出を推進。

福岡県（福岡市）
理化学研究所、九州大学、福岡市の三者
による連携協定に基づく応用化学分野等
における地域イノベーション創出に向け
た連携拠点の設置

○理化学研究所、九州大学、福岡市の三者による協定に
基づき、地元企業等の参画、福岡県の支援も活用しつ
つ、連携拠点の設置を視野に検討。

○地域イノベーション創出に向け，まずは，応用化学分野
等において，理研と九州大学との共同研究等に着手し、
今後、幅広い分野での共同研究テーマを順次設定。

兵庫県
産学連携体制の強化のための連携拠点の設置

○理研関西地区の研究センター等が地元自治体、関西地区の大学・企業との連
携推進のための「科学技術ハブ推進本部関西拠点（仮称）」を設置。

○これにより、関西広域での産学連携、イノベーション創出を推進。

福井県
加速器を用いた生物照射の研究や利
活用のため、理化学研究所仁科加速
器センターの協力による育種研究連
携拠点の設置

○若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所が県内
外の大学･研究機関と協力し育種関係の研究会・相談会
を開催。さらに将来、若狭湾エネルギー研究センターへ
の西日本の育種研究連携拠点設置を視野に検討。

○また、若狭湾エネルギー研究センターと理化学研究所で
共同研究を新たに開始するとともに、戦略的イノベーショ
ン創造プログラムでの「次世代農林水産業創造技術」で
の理化学研究所、若狭湾エネルギー研究センター、福
井県立大学の連携を強化。

京都府
脳科学分野やAIに関する地域イノ
ベーション創出のため、理化学研究
所と地域の大学、企業等との共同研
究の展開

○理研、地域の大学・企業等の連携のため、京都府の
協力の下、（公財）京都産業21けいはんなオープンイ
ノベーションセンター（KICK）が事務局機能を担う。

○脳科学・AIに関するテーマ発掘・探索、共同研究を、
理研、地域の大学・企業の参画を得て実施。

○進捗状況を踏まえ、脳科学・AIに関する更なる共同
研究テーマの発掘・探索作業や地域イノベーションの
出口戦略を検討

理化学研究所
我が国唯一の自然科学に関する総合的な研究開発機
関として、様々な研究開発成果を創出。産学官と連
携した共同研究等を通じ、地方創生に貢献。

理化学研究所
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（年）１０ ２０１

水素を含む次世代産業分野への参画企業数 Ｈ３１年度 １００社

も
の

し
ご
と
企
業
・
研
究
）

ひ
と

製品化支援 （【主】県（戦略会議）、【副】大学、HyTReC）
製品開発助成（大手企業、大学と県内企業の共同開発
技術アドバイザーによる技術指導等支援
ＨｙＴＲｅＣを活用した製品化支援

福岡水素エネルギー戦略会議産学官の連携体制を活用した各種取組みの展開

基礎～実用研究開発
（【主】九大、企業）

水素関連研究者・技術者育成（学生、研究者） （【主】九大）

福岡県と産業技術総合研究所（水素材料グループ）の
研究連携体制の中長期的な方向性

水素関連人材育成（社会人） （【主】福岡県（戦略会議）、【副】九大、企業）

企業集積に向けた産業団地整備 （【主】市）

技術力向上支援（【主】県（戦略会議）、九大、【副】企業）
人材育成、 研究分科会、技術アドバイザーによる技術指導

販路開拓（【主】県（戦略会議））
出展支援、 技術アドバイザーによるマッチング

新たな取組み企業の開拓 （【主】福岡県（戦略会議））
水素・燃料電池部品情報提供セミナー
技術アドバイザーによる企業訪問による情報提供等

水素エネルギー製品研究試験センター （【主】県、【副】企業、市）
ＨｙＴＲｅＣ棟（Ｈ２２～）、 ＣＲＡＤＬＥ棟（Ｈ２６～）

県工業技術センターに高圧水素用ゴムの解析機器を整備
（【主】県）（Ｈ２７）

*産総研：産業技術総合研究所、九大：九州大学、福岡水素エネルギー戦略会議：戦略会議、ＯＰＡＣＫ：（公財）九州大学学術研究都市機構、県:福岡県、市：糸島市

ＦＣＶの普及と水素ステーションの整備の一体的推進（【主】県、企業等）

工場での水素・燃料電池利用
モデル事業の実施 （【主】企業、県）

糸島市内への水素ステーションの誘致推進（【主】市）

連携の深化

研究者向けやユーザー向けの各種フォーラム等のイベントの開催（【主】県（戦略会議）、九大、県、市、【副】企業）

市公共施設への水素エネ等設備導入 （【主】市）

新たな水素利用分野での連携の深化
（【主】九大、産総研 【副】県、市）

産業集積、
研究機能
集積の推進
（【主】県、市、
OPACK、
企業）

九大伊都キャンパスに産総研連携拠
点を設置（【主】九大、産総研、【副】県）

具体的な連携に向けた調整
（【主】県、九大、産総研）

共同研究等の実施（基礎、実証、応用、評価研究） （【主】九大、産総研、企業、【副】県、市 ）

研究成果の実用化、製品化 （【主】企業）

企業・研究機能誘致
（【主】県、市、ＯＰＡＣＫ）

・移転案件（合意済） ・移転案件（今後の検討事項）
・移転と関係なく、地方創生のために

自治体が独自に実施する案件。
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福岡県への環境調査研修所の一部機能移転について

環境調査研修所の一部機能を北九州市に移転し、環境先進都市北九州の特色を活かした国際環境研修等を実
施することにより、地元独自の国際研修等との相乗効果の創出を図るなど、地元自治体等における地方創生に
係る取組との連携や、これらの取組に係る関係者間の覚書の締結などにより地方創生の推進を図る。

○ 北九州市所有の北九州市立国際村交流セン
ターに、環境省環境調査研修所の拠点を整備。

○ 28年度は、「国際環境協力基本研修」や
「廃棄物・リサイクル専攻研修」、「日中韓
三カ国合同環境研修」を環境調査研修所が実
施する研修として北九州市で開催。

① 環境研修機能の一部移転

○ ＪＩＣＡ九州等の協力による地元独自の国際
研修等、地元自治体における地方創生に係る
取組との連携。

② 地方創生に係る取組との連携
① 一部機能移転

② 地元取組との連携

移転を契機とする地方創生の推進

（環境省環境調査研修所）

（北九州市立国際村交流センター）

（地元自治体における取組の例：国際研修の実施）
・中国大気環境改善のための都市間連携協力事業
・アジア諸都市の廃棄物管理・環境教育研修 等

覚書の締結
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政府関係機関と地⽅との連携について（薬⽤植物資源研究センター）

玄海町薬用植物栽培研究所で行っている薬用植物の栽培支援や薬草、薬木等の実証実験
の研究を含め、薬用植物資源研究センターとしても有効な研究連携や栽培支援について引き
続き協議を行い、平成２８年度中に結論を得ることとする。

提案県：佐賀県

研究連携

【連携Ⅰ 研究連携】

①薬用植物の栽培についての共同研究

②県内の薬草栽培農家と連携した薬草
栽培実用化（拡大） に向けての研究

【連携Ⅱ 栽培支援】
①薬用研から玄海町薬用植物栽培
研究所や県内薬用植物栽培農家への
栽培支援

佐賀県の
提 案

対応方針
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熊本県への環境調査研修所の一部機能移転について

水俣市ならではの研修の実施など環境調査研修所の一部機能を水俣市に移転するとともに、地元自治体等に
おける地方創生に係る取組との連携や、これらの取組に係る関係者間の覚書を締結することにより、地方創生
の推進を図る。

○ 水俣市の水俣環境アカデミアに、環境省環境
調査研修所の拠点を整備。

○ 28年度は、「環境問題史研修」（仮称）を
環境調査研修所が実施する研修として水俣環
境アカデミアで開催。

① 環境研修機能の一部移転

○ 水俣病資料館や水俣環境アカデミア等を活用
した地元独自の情報発信や環境保全の取組等、
地元自治体における地方創生に係る取組との
連携。

② 地方創生に係る取組との連携

② 地元取組との連携

覚書の締結

移転を契機とする地方創生の推進

（環境省環境調査研修所）

（水俣環境アカデミア）

（国立水俣病総合研究センター）

（地元自治体における取組の例）
水俣環境アカデミア等を活用し以下の取組を行う
・水俣での高等教育・研究活動促進と国内外への
情報発信

・産学官民連携促進及び人材育成

① 一部機能移転
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大分県への機能移転について

• 東南アジア地域との関係強化のため安倍総理が表明した「文化のWA」プロジェクトの中核的事業である
「日本語パートナーズ」事業に係る研修を、大分県で実施。

《実施を想定している事業》

（１） 「日本語パートナーズ」（現地日本語教師のアシスタント）の派遣前研修（年間３００人程度）

・・・日本から派遣されるシニア・学生等の人材に対して、日本語教授法や現地事情等の研修を行う。

※ ２０２０年までに、ASEAN地域を中心に３０００人の日本語パートナーズを派遣する予定。

（２） 「日本語パートナーズ」カウンターパート（現地の日本語教師）の招聘研修（年間１５０人程度）

・・・ 「パートナーズ」受入れ先の教師を日本に招聘し、「パートナーズ」と協力した日本語授業法や、日本文化を
学ぶための研修を行う。

• 上記に伴い、大分県での研修・宿泊施設や講師の確保等ができることを前提に、必要に応じセンター
からの専任講師の出張や、担当職員の大分駐在を含め、機能の一部を大分県に移転。

• なお、その後のことについては、本事業の実施状況を見ながら双方で議論する。

「Win-Win」の効果

• 東南アジアを含むアジア地域との交流に実績のある大分県（立命館アジア太平洋大学（APU））と
連携し、日本語パートナーズ事業をより効果的に実施。

• 大分県・別府市が強い関心を有する「日本語教育拠点の拡充」という観点からも、高い効果が期待
される。

APU留学生等との連携
派遣前研修（派遣先国の疑似体験・現地語研修の充実等）

《期待される効果》

カウンターパート研修（日本理解プログラムの充実等）

国際交流基金「日本語パートナーズ事業」に係る一部機能の大分県への移転による研修拠点の設置
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